
１．はじめに

　鉄道はしばしば土石流により被災するが，その発生源
となる渓流は鉄道用地外にあることがほとんどであり，
鉄道事業者が，沿線の渓流の検査や管理を鉄道構造物と
同様に行うことは容易ではない。一方，国では，過去に
発生した土石流災害の事例等をもとに，土石流の調査要
領などを取りまとめており，これをもとに行政による渓
流の調査・評価が行われている例えば１）など。しかし，鉄
道は駅部を除き保全対象物とみなされないため，人家等
が少ない山間部の鉄道沿線の渓流については，行政によ
る調査・評価の対象となっていない場合が多い。よって
土石流災害に対する鉄道の安全性を確保するために，必
要に応じて，事業者が独自に土石流の危険性がある渓流
を抽出する場合が多い。
　土石流の危険度評価は，渓流における土石流の発生危
険度の評価に加え，土石流が発生した場合の保全対象物
への影響度の評価も行われることが望ましい。このよう
な事例としては，西日本高速道路株式会社中国支社管内
での検討事例２）や，JR西日本管内における小規模な土
砂流入を対象とした事例３）がある。いずれもポケット
容量（盛土や砂防えん堤の背後の土砂が堆積可能な領
域）などをもとに道路や鉄道への土石流の影響度を評価
しているが，影響度の評価には詳細な調査または同等の
調査資料が必要になるため，より簡易に影響度を評価す
ることができれば，実務的に有用であると考えられる。
　そこで本研究では，土石流の鉄道への影響度の評価と
して渓流から流出する土砂の量に着目し，簡易な地形計
測により土石流が発生する可能性がある渓流を抽出する
手法および流出する土砂量を推定する手法について検討
した。本報告ではこれらの結果について記述する。

２．鉄道の被災事例の分析

　本研究では，土石流による災害を「谷次数が 1次以上
の谷において，渓流内で発生した自然斜面の崩壊により
生成した土砂や，渓流内に存在していた渓床堆積物が表
流水とともに流出し，線路上やその周辺に堆積した事象」
として定義し，0次谷や斜面で発生した斜面崩壊，地す
べりにともなう土砂の流入や，盛土などの人工構造物の
崩壊に起因する事象は除外した。ここで 0次谷とは，
1/25000地形図上で谷型斜面を示す等高線群が円弧状で
あり水系の記入が不能である範囲４）と定義した。0次谷
と 1次谷の区分の定義を図 1に示す。この定義に基づ
き，鉄道の被災事例の収集と地形や降雨の条件について
検討を行った太田ほか５）の事例と，災害資料や公開文
献等に記載されている土石流や土砂流入による鉄道の被
災事例から，土石流による鉄道の被災事例 148件を抽
出した。なお，このうち約半数は関西・中国・四国地域
での事例であり，発生した地域にはやや偏りがある。ま
た，全事例のうち鉄道やその周辺に流出した土砂の量が
判明したのは 100事例であった。これらの事例をもと
に，土石流が発生した地形・地質条件の特徴と，渓流か
ら流出した土砂量について分析した。

2. 1　土石流発生渓流の地形・地質
　抽出した 148事例について，国土地理院が公開して
いる地理院地図６）を用いて土石流が発生した渓流の地
形を計測した。また渓流に分布する地質については，産
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業技術総合研究所が公開している地質図 Navi７）を用い
て調査した。
2. 1. 1　地形の特徴
　渓流の地形の特徴を表す指標（以下，地形量と称する）
は多数定義されているが例えば４，８）など，このうち先行研
究例えば９～12）などでは，土石流の要因となる地形量として
渓流の流域面積や渓床勾配，本流や流域の長さ等が採用
されている。本研究では，これらの文献をもとに，比較
的計測が容易と考えられる以下の 14の地形量を採用し
た（図 2）。なお渓流の地形の計測にあたっては，砂防
分野における土石流調査の考え方１）に従い，鉄道を保
全対象物とみなし，渓流と鉄道が交差する箇所よりも上
流側の流域の地形を計測対象とした。
　①最低点高度（Hmin）： 本流と鉄道の交点（最低点）

の標高値
　②最高点高度（Hmax）： 最も標高が高点の標高値
　③最遠点高度（Hdis）： 最低点からの直線距離（投影距

離）が最も遠い点の標高値
　④本流最高点高度（Hm）： 本流の始点の標高値
　⑤最高点距離（Lh）： 最低点と最高点を直線で結んだ

際の投影距離
　⑥流域最大径（Lmax）： 最低点と最遠点を直線で結ん

だ際の投影距離
　⑦本流長（Lm）： 対象流域内で最長の流路の長さの投

影距離
　⑧流域縁辺長（Pb）： 最低点よりも上流部の流域の外

周の投影距離
　⑨流域面積（Sb）： 最低点より上流部の流域の投影面積
　⑩流域比高（Rb）： 最高点高度と最低点高度との高さ

の差（Hmax－Hmin）
　⑪本流比高（Rm）： 本流最高点高度と最低点高度との

高さの差（Hm－Hmin）
　⑫流域傾斜（θb）： 最低点と最高点を結んだ直線が水

平面となす角度
　⑬平均渓床勾配（θm）： 本流長と本流比高を直角をは

さむ 2辺とした場合に斜辺が
水平面となす角度

　⑭谷次数： Strahler法13）により水系網の次数を計測し
た場合の最低点における谷の次数（図 3）

　代表的な地形量ごとの頻度分布を図 4に示す。流域面
積は 0.2km2以下の事例が全体の約 70%，0.05km2以下
の事例が約 30%を占めている。流域比高はほとんどの事
例が 500m以下で，なかでも 100～150mの事例が多い。
平均渓床勾配は 20～25度の事例が多い。また，谷次数
は 2次での事例がもっとも多く，4次での事例は少ない。
これらのことから，今回調査した範囲では，小規模かつ
急勾配の流域での土石流の発生事例が多いと言える。

図３　�谷次数の考え方（谷の始まりから最初の合流点ま
でを1次，n次の谷が2本合流した谷を n＋1次
とする。図中で最低点Hmin での次数は3となる。）

図２　計測した地形量の定義（谷次数以外）
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2. 1. 2　地質の特徴
　本検討で収集した事例では，地質の記載がない場合が
あったため，全事例について地質図 Navi７）を用いて土
石流が発生した渓流に分布する地質を調査し，地質時代・
岩種の組合せで以下の 7種に区分した。
　①第四紀凝灰岩類（シラス，阿蘇山のカルデラ壁等）
　②新第三紀凝灰岩類（グリーンタフ等）
　③新第三紀堆積岩類
　④中・古生代堆積岩類
　⑤中・古生代変成岩類
　⑥火山岩類
　⑦花崗岩類
　地質区分ごとの事例の割合を図 5に示す。全事例のう
ち，地質区分では花崗岩類と中・古生代堆積岩類の割合
がそれぞれ約 3割を占める。また，新第三紀凝灰岩類，
新第三紀堆積岩類，中・古生代変成岩類，火山岩類はそ
れぞれ約 1割を占めるほか，割合としては少ないながら
も第四紀凝灰岩類での事例もある。花崗岩類と中・古生
代堆積岩類が占める割合が大きいのは，これらの地質が
分布する線区での事例が多いことに起因しており，事例
の多寡がただちに土石流の発生しやすい地質を表してい
るとは言えない。一方で，花崗岩類は風化するとまさ土
となり，斜面崩壊や土石流が群発しやすいことが指摘さ
れている14）。今回収集した事例で花崗岩類の割合が最も
大きくなった背景には，線区の偏りだけでなく，このよ
うな性質も一因として考えられる。

2. 2　被災事例における流出土砂量
2. 2. 1　流出土砂量の傾向
　収集した事例のうち流出土砂量が記載されていた 100
事例について，流出土砂量の傾向を分析した。流出土砂
量ごとの頻度分布を図 6に示す。流出土砂量は 500m3

以下の事例が大半を占めるが，少数ながらも 10000m3

を超える事例もある。ここで，箱の範囲を 25～75パー
センタイル，ひげの長さを四分位範囲の 1.5倍を上下限
としたボックスチャート（箱ひげ図）で見ると，ほとん
どの事例が 0～1000m3の範囲にあり，3500m3以上は外
れ値の扱いとなった（図 7）。これらのことから，今回
調査した範囲内では流出土砂量が 1000m3以下の事例が

図４　流域面積，流域比高，平均渓床勾配，谷次数の頻度分布

図５　土石流が発生した地質の割合

図６　流出土砂量の頻度分布

図７　流出土砂量の箱ひげ図
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主であり，数千～数万 m3におよぶ事例はまれであると
言える。なお流出土砂量については，実際に線路上やそ
の周辺に堆積した土砂の量（目測あるいは排土量）であ
ると考えられるケースや，国や自治体の災害報告等にあ
る値を用いていると考えられるケースなどがあり，必ず
しも定義が同一ではないことに留意が必要である。 
2. 2. 2　地形と流出土砂量の関係
　次に，地形と流出土砂量の関係について検討した。計
測した地形量と流出土砂量の相関係数を表 1に示す。い
ずれの地形量も流出土砂量との相関は低く，比較的相関
が高い流域縁辺長，流域面積，最高点距離，本流長でも
相関係数は 0.34であった。また，流出土砂量とほぼ相
関がない流域傾斜と平均渓床勾配以外の地形量は互いに
相関が高い（相関係数：0.79～1.00）。このため，これ
らの地形量を説明変数とし，流出土砂量を目的変数とし
て多変量解析を実施すると，多重共線性が発生して流出
土砂量の予測精度が低くなることが想定される。した
がって，本検討で採用した地形量のみから直接的に流出
土砂量を推定するのは難しいと言える。
2. 2. 3　地形・地質と流出土砂量の関係
　前項から地形量のみで流出土砂量を推定することが難
しいことが分かったため，地質条件を加えて検討した。
流出土砂量との相関が比較的高い地形量のうち，流域面
積と堆積土砂量の関係を地質区分別に示した散布図にお
いて地質ごとに直線回帰を行った結果，花崗岩類では直
線回帰での決定係数が 0.46，中・古生代堆積岩類では
0.22，これら以外の地質では 0.10未満であった（図 8）。
このことから，花崗岩類では地形条件によって概略の流
出土砂量を推定することができる可能性があると言え
る。そこで，花崗岩類の事例に絞り，各地形量と流出土
砂量との関係を検討した。各地形量と流出土砂量の関係
を示した散布図における回帰直線の決定係数を表 2に
示す。流域の長さや大きさに関する地形量である最高点
距離，流域最大径，流域縁辺長，本流長で決定係数が 0.5
以上となり，統計的には当てはまりがよいと言える。つ
まり，花崗岩類が分布する渓流においては，これらの地
形量を用いて概略の流出土砂量を推定できる可能性があ
る。一方で，渓流の険しさや浸食作用の強さに影響する
と考えられる流域比高や本流比高，土砂の運搬に影響す

ると考えられる流域傾斜や平均渓床勾配は決定係数が低
く，流出土砂量の多寡にあまり寄与していないことが分

表１　流出土砂量と地形量の相関係数

図８　地質ごとの流域面積－流出土砂量の関係の例

表２　花崗岩類の事例における決定係数

図９　モデル地区における流域面積，流域比高，平均渓床勾配の頻度分布
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かる。

３．要注意渓流の抽出手法の検討

　第 2章において，花崗岩類が分布する渓流では概略の
流出土砂量を推定できる可能性があることが分かった。
そこで，おもに花崗岩が分布する地区をモデル地区とし，
地形条件から土石流の要注意渓流を抽出することが可能
か検討した。

3. 1　モデル地区内の渓流の地形的な特徴
　モデル地区は中国地方でおもに花崗岩が分布する約
95km2の範囲である。当該範囲内において，第 2章に示
した定義における谷次数が 1次以上の渓流を 578箇所
抽出した。モデル地区における地形の特徴を図 9に示
す。流域面積は 0.2km2以下の渓流が全体の約 80%，
0.05km2以下の渓流は約 50%を占める。流域比高はほ
とんどの渓流が 500m以下で，50～100mの事例が多い。
平均渓床勾配は 10～25度の事例が多い。谷次数は鉄道
の被災事例と同様に 2次における事例がもっとも多く，
3次，4次での事例は少ない。このことから，土石流が
発生した地域や分布する地質は異なるものの，図 9に示
したモデル地区の全渓流は，図 4に示した鉄道が被災し
た渓流に比べ，より規模が小さく緩勾配の傾向があると
言える。

3. 2　土石流発生渓流の特徴
　前節より，土石流が発生した渓流の地形条件はその他
の渓流と異なる可能性がある。そこでモデル地区におい
て，土石流の発生が確認できた渓流（以下，履歴ありと
称する）と，今回の調査の範囲においては土石流の発生
が確認できなかった渓流（以下，履歴不明と称する）と
の地形条件の相違について検討した。まず，モデル地区

内の 578渓流について，災害関係資料の調査および
1975年撮影の空中写真の判読をおこない，59渓流で土
石流の発生を確認した。次に，2つの地形量を用いて散
布図を作成し，履歴あり／履歴不明の地形条件の相違を
検討した。検討結果の例を図 10に示す。多くの場合で

図10　モデル地区における土石流の履歴あり・履歴不明の渓流の地形条件の比較
（左図：平均渓床勾配と流域比高の関係，右図：本流比高と流域比高の関係）

図11　�鉄道の被災事例と履歴ありの渓流すべてを包含
する範囲（赤色の網かけ部）

図12　�流出土砂量推定のための回帰直線（赤実線）と
上限値推定のための直線（黒実線）
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履歴あり・履歴不明のプロットほぼ同じような分布を示
し，両者を区分することができなかった。一方で，流域
比高，本流比高，平均渓床勾配については，履歴ありの
プロットの最小値が履歴不明のプロットの最小値よりも
大きい傾向がみられた（図 10）。これらの地形量におけ
る履歴ありのプロットの最小値は以下のとおりである。
　・流域比高：76m
　・本流比高：39m
　・平均渓床勾配：11度
　上述の値をしきい値とした場合，しきい値以下の範囲
（図 10で緑色の網掛けの範囲）に分布する履歴不明の
プロットの全プロットに対する割合は，平均渓床勾配 -
流域比高の関係（図 10左）で 24.4%，本流比高 -流域
比高の関係（図 10右）で 18.5%，平均渓床勾配 -本流
比高の関係で 23.7%であった。つまり，これらのしき
い値を用いることで，土石流が発生した履歴がある渓流
と同等の地形条件にある渓流をある程度絞り込める可能
性がある。

3. 3　要注意渓流抽出のためのしきい値の検討
　前節で得られたしきい値はモデル地区に固有のもので
ある可能性があるため，花崗岩類が分布する他の地域に
おいて，これらのしきい値の適用性を検討する必要があ
る。そこで，第 2章で示した鉄道の被災事例のうち花崗
岩類が分布する地区での事例（以下，花崗岩類での被災
事例と称する）を用いて検討した。
　鉄道の被災事例 148件のうち，花崗岩類での被災事
例は 49件あり，流域比高，本流比高，平均渓床勾配の
最小値はそれぞれ流域比高：76m，本流比高：70m，平
均渓床勾配：11.2度であった。よって，花崗岩類での
被災事例は，前節に示したしきい値以上の範囲にすべて
含まれる。ここで，土石流の要注意渓流の抽出にあたっ
ては，要注意ではない渓流をなるべく除外できることが
望ましい。よって，モデル地区における履歴ありの渓流
および花崗岩類での被災事例と同等の地形条件にある渓
流を要注意渓流とみなす場合，これを抽出するしきい値
としては，履歴不明のプロットを最も多く除外できる平
均渓床勾配 11度以上かつ流域比高 76m以上が適当であ
ると言える（図 11の赤色網かけ部）。

４．�推定流出土砂量をふまえた土石流の要注意
渓流の抽出方法

　3.3節の結果から，花崗岩類が分布する地域において
土石流の要注意渓流を抽出するためのしきい値として，
平均渓床勾配：11度以上，流域比高：76m以上が適当で
あると考えられる。一方，流出土砂量については，2.2節
において最高点距離と流出土砂量との関係において直線

回帰の決定係数がもっとも高いものの，回帰式による推
定値を実際の流出土砂量が大きく上回る場合もあること
から，回帰式による流出土砂量の推定は危険側の判断と
なることがある。このため，流出土砂量の推定については，
全事例を包含する直線を表す式 (1)（以下，上限値推定式
と称する）を用いる方が安全側の評価となり，直線回帰
式での推定よりも実用的であると考えられる（図 12）。

図13　�推定流出土砂量を考慮した土石流要注意渓流の
一次スクリーニングのための調査フロー（暫定案）

図14　�モデル地区における適用例と被災時の流出土砂
量の比較（地理院地図６）に加筆）
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y＝9.56x－436.73
(1)　x：最高点距離（m）

　y：流出土砂量（m3）

　以上から，本検討で調査した範囲における土石流発生
事例の捕捉率を 100%とする場合の，土石流要注意渓流
の調査フローの暫定案を図 13に，モデル地区において
本手法を試行した結果の例を図 14に示す。本フローの
位置づけは一次スクリーニングであり，沿線に分布する
渓流から平均渓床勾配と流域比高により要注意渓流を絞
り込み，推定流出土砂量をふまえて詳細な調査を実施す
る渓流を選定する流れとした。なお，一次スクリーニン
グ後に実施する現地踏査等による詳細調査については，
渓流内の状況は刻々と変化することから，単発ではなく，
定期的に実施して評価を見直す必要がある。
　ここで，本手法の課題としては，①土石流が発生して
いない渓流を要注意渓流として抽出している割合が高い
可能性がある，②他の地区における検証ができていない，
などが挙げられる。①については，図 11の赤色の網掛
け部分に含まれる履歴不明の渓流のうち，土石流の危険
度が高い渓流がどの程度含まれるのかを現地踏査等によ
り検討する必要がある。また②については，花崗岩が分
布する他の地区での検証や，他の地質が分布する地区で
の適用性について検討する必要がある。

５．まとめ

　本報告では，土石流による鉄道の被災事例をもとに，
地形計測と資料調査により土石流が発生した渓流の地
形・地質条件と，流出土砂量の傾向を明らかにした。ま
た，モデル地区において地形計測を行って土石流の履歴
あり・履歴不明の渓流の地形条件を比較し，土石流の履
歴がある渓流の地形条件を明らかにした。そのうえで，
推定流出土砂量を用いた要注意渓流抽出手法の暫定案を
示した。
　本手法は，花崗岩類が分布する他の地域での検証を
行っていないこと，他の地質が分布する地域での検討を
実施していないことから，現状では適用性に限界がある。
今後はこれらの課題を解決し，本手法を汎用的なものと

するため，引き続き検討する予定である。
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